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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第112期
第２四半期
連結累計期間

第113期
第２四半期
連結累計期間

第112期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年９月30日

自平成24年４月１日
至平成24年９月30日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（百万円） 19,142 19,706 38,633

経常利益（百万円） 1,574 981 2,704

四半期（当期）純利益（百万円） 1,105 634 1,737

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
1,012 614 1,637

純資産額（百万円） 24,794 25,671 25,618

総資産額（百万円） 38,426 41,697 42,860

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 12.51 7.18 19.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －　

自己資本比率（％） 61.7 58.0 55.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,628 1,083 2,199

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△932 △1,314 △1,756

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△34 △1,072 638

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（百万円）
6,069 5,095  6,430

　

回次
第112期
第２四半期
連結会計期間

第113期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成23年７月１日
至平成23年９月30日

自平成24年７月１日
至平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額（円） 8.25 1.01

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税等は含んでおりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当社の連結子会社である株式会社フジミファインテクノロジー及び飯田パッキン工業株式会社は、平成24年10

月１日付けで、株式会社バルカー・エフエフティ及びバルカー・イイダテクノロジー株式会社にそれぞれ社名変更し

ております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　　

　

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興に向けた動きや政府の景気刺激策の

効果を反映する一方で、海外経済の減速、さらには周辺諸国との外交問題などの影響を受け、足元においても景気回

復に対する期待が減退しつつあります。

　このような事業環境下にありまして当社グループは、当連結会計年度よりスタートした第６次中期経営計画“Ｎ

Ｖ・Ｓ６（New Valqua Stage Six）”に掲げた諸戦略を着実に実行し、顧客対応力の強化と海外展開の加速に注力

してまいりました。

　この結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の連結経営成績につきましては、売上高が１９７億６百万円

（前年同期比２．９％増）となりましたものの、利益につきましては、営業利益が１０億８百万円（前年同期比３

３．１％減）、経常利益が９億８千１百万円（前年同期比３７．６％減）、四半期純利益は６億３千４百万円（前

年同期比４２．６％減）となりました。
　

　　　　セグメント別の業績は次のとおりであります。

① シール製品事業

　シール製品事業につきましては、自動車関連市場向けの販売が伸長する一方、夏期の定期修繕需要などのプラント

関連、半導体関連、産業機械市場向けの需要が伸び悩み、売上高は１４４億８千９百万円（前年同期比０．８％減）

となり、営業利益は１２億７千万円（前年同期比２５．９％減）となりました。

② 機能樹脂製品事業

　機能樹脂製品事業につきましては、主に中国市場における景況悪化の影響を受け、売上高は３６億８千１百万円

（前年同期比１５．０％減）となり、営業損失は１億１千７百万円（前年同期は営業損失１千万円）となりまし

た。

③ 環境関連事業

　環境関連事業につきましては、２０１１年１２月に連結対象とした株式会社フジミファインテクノロジーの事業

を加え、新たなセグメントとして「環境」をキーワードとする事業展開に着手しております。当第２四半期連結累

計期間の売上高は１５億３千５百万円（前年同期比６３１．３％増）となり、営業損失は１億４千４百万円（前年

同期は営業損失１億９千６百万円）となりました。
　
(2) 資産・負債及び資本の状況

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は４１６億９千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ１１億６

千３百万円減少いたしました。

　流動資産は２１６億４千３百万円となり、１０億８千２百万円減少いたしました。主な要因は、現金及び預金の減

少１３億３千３百万円、受取手形及び売掛金の増加３億８千６百万円等であります。固定資産は２００億３千９百

万円となり、７千５百万円減少いたしました。主な要因は、建物及び構築物の増加２億４千１百万円、投資その他の

資産の減少１億１千万円等であります。

　負債合計は、１６０億２千５百万円となり、前連結会計年度末に比べ１２億１千６百万円減少いたしました。流動

負債は１１３億４千６百万円となり、６億８千７百万円減少いたしました。主な要因は、未払法人税等の減少４億２

千４百万円、支払手形及び買掛金の減少１億６百万円、１年内返済予定の長期借入金の減少７千６百万円等であり

ます。固定負債は４６億７千８百万円となり、５億２千８百万円減少いたしました。主な要因は、長期借入金の減少

５億１百万円等であります。

　純資産の部は２５６億７千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ５千３百万円増加いたしました。主な要因

は、利益剰余金の増加２億９千１百万円、新株予約権の減少１億８千５百万円等であります。

　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の５５.８％から５８.０％となり、２.２ポイント増加いたしまし

た。
　　
(3) キャッシュ・フローの状況
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　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は５０億９千５百万円となり、前年同四半期連結累計期

間末より９億７千４百万円減少しました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とその主

な要因は以下の通りであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益、減価償却費及び法人税等の支払い等により１０

億８千３百万円の収入（前年同四半期は１６億２千８百万円の収入）となりました。　

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産及び投資有価証券の取得等により、１３億１千４百万円の支出

（前年同四半期は９億３千２百万円の支出）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金返済及び配当金支払い等により１０億７千２百万円の支出（前年同

四半期は３千４百万円の支出）となりました。
 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に関する重要な変更はありません。　　　　　当

社グループは第６次となる中期経営計画「New Valqua Stage Six」（ＮＶ・Ｓ６）を策定し、取組みを開始してお

ります。“ＮＶ・Ｓ６”の基本方針として

「THE VALQUA WAY」を基点とした世界で勝ち抜く「品質」の強化

を掲げ、

１．グループ一体経営のさらなる推進とリスクマネージメントの強化

２．外部環境に即応した「選択と集中」による収益の極大化

３．「三現主義」の徹底による成長戦略成果の刈り取り

４．グローバルＣＳＲの推進と差別化につながる人材開発の強化

などの主要戦略を着実に具現化し、持続的成長と基盤の強化を図ってまいります。

　今後の事業環境は、震災復興に向けた動きの加速が期待される一方で、電力供給、原材料価格上昇、為替円高などの

要因がマイナスの影響を及ぼすと同時に、製造業の海外生産シフトが進み、回復の重石となることが懸念されます。

当社グループといたしましては、これまでの成長戦略の成果の刈り取りに全力を傾注すると同時に環境変化への迅

速な対応や、リスクマネージメントにも意を払いつつ、戦略の完遂に向けて、グループ一丸となって果敢に挑戦して

まいります。
　
（株式会社の支配に関する基本方針）

　当社は、平成19年６月20日開催の第107期定時株主総会において、「大規模買付行為への対応方針（買収防衛

策）」を決議し、その後、平成21年６月17日開催の第109期定時株主総会において、「大規模買付行為への対応方針

（買収防衛策）」の継続につき一部修正のうえ、決議いたしました。現在、当社は、大規模買付行為が開始される具

体的な脅威に晒されているわけではありませんが、今後の情勢変化等を勘案し、企業価値・株主価値向上の観点か

ら、継続の是非も含めその在り方について検討した結果、平成23年６月16日開催の第111期定時株主総会において、

一部修正を行ったうえで「大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」（以下「本対応方針」といいます。）を

継続することを決議いたしました。
　
①基本方針の内容

　当社取締役会は、大規模買付者により、財務および事業の方針の決定に影響を及ぼすことが可能な数の当社株式

を取得することを目的とする大規模な買付行為が行われようとする場合に、当社の株式の売却に応じるか否か

は、最終的には株主の皆さまがこれを判断されるべきものと考えております。しかしながら、当該買付行為が真に

当社の企業価値の向上に資するものであるかどうか、さらには、多くの株主の利益向上に繋がるものであるかを

多数の株主の皆さまが判断されるためには、当該大規模買付者から当該買付行為について十分な情報が提供され

るとともに、これを評価・検討するための一定の時間を確保することが大切であると認識し、「大規模買付行為

への対応方針」を定めておくことが必要不可欠であると判断しております。　　
　

②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成、その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、社名の由来でもある「Value ＆ Quality」（価値と品質）をスローガンとして、創業以来、価値ある製

品の研究・開発、信頼を生む品質の高い製品の提供に努力してまいりました。また、経営の基本方針である「THE

VALQUA WAY」を制定するとともに、「価値の創造と品質の向上」を基本理念として、それを具現化する中期経営

計画「New Valqua Stage One」（ＮＶ・Ｓ１）を2000年度にスタートさせ、「New Valqua Stage Five」（ＮＶ

・Ｓ５）まで、経営計画に掲げられた経営目標に向けての積極果敢な挑戦を行い、大きな成果を挙げてまいりま

した。そして、本年度は新計画として、「New Valqua Stage Six」（ＮＶ・Ｓ６）を策定し、リスク管理にも意を

払いつつ、グローバル市場における持続的成長に向けた、新たな挑戦を計画しております。これまでの歴史に裏打

ちされた成果やブランド力は、多くの需要家を始めとする関係者の間で高く評価されてまいりました。これら技

術力やブランド力は、当社グループの重要な強みであるとともに、相互に有機的に関連した不可分のものであり、

当社グループの企業価値の源泉となっているものであります。
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③会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み

　当社は、大規模買付行為が行われる場合には、一定の合理的なルール（以下「大規模買付ルール」といいま

す。）に従っていただくこととし、これを遵守した場合およびしなかった場合につき一定の対応方針を定めるこ

とをもって、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支

配されることを防止するための取組みといたしております。

　当社の大規模買付ルールは、以下の項目について具体的なルールを定めております。

(ア)大規模買付ルールの概要

(イ)対象とする大規模買付行為

(ウ)大規模買付者に対する情報提供の要請

(エ)大規模買付行為の評価・検討

(オ)大規模買付ルールが遵守された場合の対応方針

(カ)大規模買付ルールが遵守されなかった場合の対応方針

(キ)対抗措置発動の中止または撤回について

(ク)大規模買付ルールが株主および投資家の皆さまに与える影響等

(ケ)対抗措置発動時に株主および投資家の皆さまに与える影響等

(コ)当社取締役会が対抗措置の発動を決定した場合に株主の皆さまに必要となる手続

　なお、本対応方針の有効期限は原則として取締役の任期に合わせるものとし、平成25年３月31日に終了する事業

年度に関する定時株主総会の終結の時までとなっております。その後については取締役選任議案が上程される２

年毎の定時株主総会において改めて定時株主総会の承認を得るものといたします。
　

④本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社

役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

　当社のこれまでの諸施策ならびに中期経営計画である“ＮＶ・Ｓ６”は、当社の企業価値・株主共同の利益を

組織的かつ持続的に向上させるための具体的施策として策定されたものであります。また、大規模買付ルールは、

企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入され、その内容において客観性・透明性が担保

される工夫がなされたものであります。したがいまして、いずれも当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではなく、①に記載する基本方針に沿うものであります。
　　
(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、４億６千万円であります。

　　なお、当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の状況について重要な変更はありません。 　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 340,000,000

計 340,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 93,443,668 93,443,668
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 93,443,668 93,443,668 ― ―

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成24年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成24年７月１日～

　平成24年９月30日 
－ 93,443,668 － 13,957 － 4,197
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,441 7.96

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 2,689 2.88

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 2,001 2.14

CLEARSTREAM BANKING S.A.

(常任代理人　香港上海銀行)　

42,AVENUE JF KENNEDY,L-1855 LUXEMBOURG

(東京都中央区日本橋三丁目11番１号）　
2,000 2.14

日本バルカー東京共栄会
東京都品川区大崎二丁目１番１号

ＴhinkＰarkＴower24階
1,940 2.08

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 1,902 2.03

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,678 1.80

瀧澤　利一 東京都世田谷区 1,665 1.78

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 1,617 1.73

ダイキン工業株式会社
大阪府大阪市北区中崎西二丁目４番12号　

梅田センタービル 
1,425 1.53

計 － 24,360 26.07

　（注）１　当社は、自己株式5,038千株(5.39％)所有しておりますが、当該自己株式には議決権がないため上記の大株主か

ら除いております。

２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式は、信託口2,706千株の他すべての信託口を含めてお

ります。

３　三井住友信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数はありません。

４　三井住友トラスト・ホールディングス株式会社から、平成24年４月19日付で、三井住友信託銀行株式会社、日

興アセットマネジメント株式会社、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社を共同保有者とする

大量保有報告書（変更報告書）が提出され、平成24年４月13日現在で以下のとおり株式を保有している旨の

報告を受けておりますが、上記大株主の状況に記載の三井住友信託銀行株式会社の所有株式数2,001千株を

除き、当社としては当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 4,936 5.28

日興アセットマネジメント株式

会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号

　
2,199 2.35

三井住友トラスト・アセットマネ

ジメント株式会社

東京都中央区八重洲二丁目３番１号

　
137 0.15
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）　

普通株式  5,038,000　

　 

－
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 87,645,000　 87,645 同上

単元未満株式 普通株式　　760,668 － 同上

発行済株式総数 93,443,668－ －

総株主の議決権 － 87,645 －

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１

個）含まれております。　

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。

　　自己保有株式  696株

 

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

日本バルカー工業株式会社

東京都品川区大崎

二丁目１番１号
5,038,000　　－ 5,038,000 5.39

計 － 5,038,000　　－ 5,038,000 5.39

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,520 5,186

受取手形及び売掛金 ※2, ※3, ※4
 11,892

※2, ※3, ※4
 12,279

商品及び製品 1,671 1,682

仕掛品 227 217

原材料及び貯蔵品 773 744

その他 1,649 1,540

貸倒引当金 △9 △8

流動資産合計 22,726 21,643

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,466 5,707

土地 4,055 4,055

その他（純額） 4,653 4,537

有形固定資産合計 14,175 14,301

無形固定資産

のれん 525 470

その他 448 413

無形固定資産合計 974 884

投資その他の資産

その他 5,040 4,934

貸倒引当金 △75 △80

投資その他の資産合計 4,964 4,854

固定資産合計 20,114 20,039

繰延資産 19 13

資産合計 42,860 41,697
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,549 ※4
 5,442

短期借入金 2,753 2,703

1年内返済予定の長期借入金 1,150 1,074

1年内償還予定の社債 60 60

未払法人税等 708 284

賞与引当金 450 448

役員賞与引当金 35 －

その他 1,326 1,333

流動負債合計 12,034 11,346

固定負債

社債 1,790 1,750

長期借入金 2,276 1,774

退職給付引当金 444 464

負ののれん 22 18

その他 673 670

固定負債合計 5,207 4,678

負債合計 17,241 16,025

純資産の部

株主資本

資本金 13,957 13,957

資本剰余金 4,199 4,199

利益剰余金 7,671 7,962

自己株式 △1,366 △1,367

株主資本合計 24,461 24,751

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 50 △53

為替換算調整勘定 △577 △513

その他の包括利益累計額合計 △527 △566

新株予約権 243 57

少数株主持分 1,441 1,429

純資産合計 25,618 25,671

負債純資産合計 42,860 41,697
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 19,142 19,706

売上原価 12,231 13,073

売上総利益 6,911 6,633

販売費及び一般管理費 ※1
 5,404

※1
 5,624

営業利益 1,506 1,008

営業外収益

受取利息 1 2

受取配当金 23 22

設備賃貸料 70 64

持分法による投資利益 27 15

匿名組合投資利益 98 1

その他 56 53

営業外収益合計 277 159

営業外費用

支払利息 47 67

設備賃貸費用 85 42

その他 78 77

営業外費用合計 210 186

経常利益 1,574 981

特別利益

固定資産売却益 10 2

負ののれん発生益 7 －

新株予約権戻入益 256 185

その他 1 －

特別利益合計 275 187

特別損失

固定資産廃棄損 4 7

投資有価証券評価損 23 24

事業構造改善費用 － ※2
 68

石綿疾病補償金 10 75

その他 5 5

特別損失 43 181

税金等調整前四半期純利益 1,806 988

法人税、住民税及び事業税 643 366

法人税等調整額 △16 △29

法人税等合計 627 337

少数株主損益調整前四半期純利益 1,179 650

少数株主利益 73 15

四半期純利益 1,105 634
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,179 650

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △173 △103

為替換算調整勘定 7 66

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 0

その他の包括利益合計 △166 △36

四半期包括利益 1,012 614

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 937 595

少数株主に係る四半期包括利益 74 19
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,806 988

減価償却費 655 845

受取利息及び受取配当金 △25 △25

支払利息 47 67

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11 21

前払年金費用の増減額（△は増加） 223 248

事業構造改善費用 － 68

固定資産廃棄損 4 7

売上債権の増減額（△は増加） △131 △366

たな卸資産の増減額（△は増加） △357 18

仕入債務の増減額（△は減少） 526 △128

新株予約権戻入益 △256 △185

その他 △133 282

小計 2,370 1,841

利息及び配当金の受取額 42 55

利息の支払額 △49 △67

法人税等の還付額 65 41

法人税等の支払額 △800 △787

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,628 1,083

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 37 －

有形固定資産の取得による支出 △606 △1,079

有形固定資産の売却による収入 11 3

無形固定資産の取得による支出 △20 △17

投資有価証券の取得による支出 △0 △199

差入保証金の差入による支出 △89 △91

差入保証金の回収による収入 10 4

関係会社出資金の払込による支出 △128 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△158 －

その他 11 66

投資活動によるキャッシュ・フロー △932 △1,314

EDINET提出書類

日本バルカー工業株式会社(E01164)

四半期報告書

15/23



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 606 834

短期借入金の返済による支出 △199 △849

長期借入れによる収入 76 63

長期借入金の返済による支出 △106 △682

社債の償還による支出 △20 △30

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △351 △351

少数株主への配当金の支払額 △27 △38

その他 △10 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー △34 △1,072

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 666 △1,262

現金及び現金同等物の期首残高 5,403 6,430

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）

－ △72

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,069

※
 5,095
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日）

連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

　第１四半期連結会計期間より、飯田パッキン工業株式会社は決算日を３月15日より３月31日に変更しており

ます。決算期変更に伴う当該子会社の平成24年３月16日から平成24年３月31日までの損益は、利益剰余金の増

減としており、現金及び現金同等物の増減については、四半期連結キャッシュ・フロー計算書の「連結子会社

の決算期変更に伴う現金及び現金同等物の増減額」として表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

　　　　　　　　　前連結会計年度
　　　　　　　　　（平成24年３月31日）

　　　　　　　　　　当第２四半期連結会計期間
　　　　　　　　　　（平成24年９月30日）

淅江嘉日ふっ素樹脂有限公司 -百万円 淅江嘉日ふっ素樹脂有限公司 25百万円

　

※２　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

受取手形割引高 49百万円 -百万円

受取手形裏書譲渡高 4 3

 

※３　受取手形流動化に伴う買戻し義務

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

受取手形流動化に伴う買戻し義務 792百万円 684百万円

 

※４　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金

額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

受取手形 156百万円 149百万円

支払手形 - 9

　

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

役員従業員給与手当 2,276百万円 2,381百万円

賞与引当金繰入額 283 266

役員賞与引当金繰入額 25 -

退職給付費用 383 391

貸倒引当金繰入額 0 4

　

※２　事業構造改善費用は、国内連結子会社における事業再編に伴う費用であり、内訳は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

特別退職金 -百万円 56百万円

減損損失 - 11

　計 - 68
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 6,130百万円 5,186百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △60 △91

現金及び現金同等物 6,069 5,095

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

(1)　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月16日

定時株主総会
普通株式 353 4.0平成23年３月31日平成23年６月17日利益剰余金

 

 (2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月26日

取締役会
普通株式 353 4.0平成23年９月30日平成23年12月１日利益剰余金

　　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

(1)　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月19日

定時株主総会
普通株式 353 4.0平成24年３月31日平成24年６月20日利益剰余金

 

 (2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月31日

取締役会
普通株式 442 5.0平成24年９月30日平成24年12月３日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント　

合計　 調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注）

シール
製品事業

機能樹脂
製品事業　

環境関連
事業

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 14,603 4,329 209 19,142 - 19,142

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- - - - - -

計 14,603 4,329 209 19,142 - 19,142

セグメント利益又は損失(△) 1,714 △10 △196 1,506 - 1,506

（注）セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と同額となっております。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　該当事項はありません　　

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント　

合計　 調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注）

シール
製品事業

機能樹脂
製品事業　

環境関連
事業

売上高       

外部顧客への売上高 14,489 3,681 1,535 19,706 - 19,706

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- - - - - -

計 14,489 3,681 1,535 19,706 - 19,706

セグメント利益又は損失(△) 1,270 △117 △144 1,008 - 1,008

（注）セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と同額となっております。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　前第２四半期連結累計期間は、「シール製品事業」、「機能樹脂製品事業」、「メンブレン製品事業」を報告セグメ

ントとしておりましたが、株式会社フジミファインテクノロジーを連結子会社とし、「メンブレン製品事業」を含め

た環境関連事業部を新たに設置したことに伴い「シール製品事業」、「機能樹脂製品事業」、「環境関連事業」にセ

グメンテーションを再編成いたしました。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの区分に基づ

き作成したものを開示しております。　
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（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 12円51銭 7円18銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 1,105 634

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -　

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,105 634

普通株式の期中平均株式数（千株） 88,354 88,360

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 ―

平成19年６月20日定時株主総

会決議ストック・オプション

（新株予約権）

上記の新株予約権は、平成24年

６月29日をもって権利行使期

間満了により失効しておりま

す。　　

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　

　

２【その他】

　第113期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）中間配当について、平成24年10月31日開催の取締役会にお

いて、平成24年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・442百万円

②　１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・５円

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成24年12月３日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成24年11月７日

日本バルカー工業株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 櫻井　　均　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 跡部　尚志　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本バルカー工業

株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日

から平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本バルカー工業株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

 報告書提出会社）が別途保管しております。

　      ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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